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１. 問題の所在    年以降, 国際会計基準審議会 (                                   ；以下,    ) 及び米国の財務会計基準審議会 (                              ；以下,    ) は共同で収益認識プロジェクトを進めている｡ このような動きを受け, 企業会計基準
委員会 (                              ；以下,     ) も    年９月に ｢収益認
識に関する論点の整理｣ (以下, 論点整理 (    )) を,     年１月には ｢顧客との契約から生
じる収益に関する論点の整理｣ (以下, 論点整理 (    )) を公表している｡
近い将来,     及び    から収益認識プロジェクトの最終基準書が公表されれば１), 国
際的動向を勘案し,     も新たな収益認識に関する基準を公表するのだろう｡ しかし, 日本
に新しい収益認識基準は本当に必要であろうか｡ つまり, 新しい収益認識基準を公表すること
によって, 財務報告の目的である ｢将来キャッシュフローの予測に役立つ情報を提供すること｣
(討議資料 ｢財務会計の概念フレームワーク｣ 第２章序文) に, よりつながるのだろうか２)｡
またそれによる便益は, 公表に伴うコストを上回るといえるのだろうか｡
以上の問題意識から, 本稿では,     年  月に    及び    から再公表された公開草
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１)     ,     のウェブサイトによれば    年前半に公表されるとされている (    年  月  日最
終閲覧)｡ 参照：                                                                                                                                                                         ｡ なお,     年２月５日,                    議長はスピーチ
にて, 新しい収益認識基準は数か月のうちに公表されるだろう, と発言している｡
２) 財務報告の目的として, ここでは投資家にとっての意思決定有用性のみを想定し,           等




第４節は, 複数の収益認識ルールを選択することが出来る中で, 改訂公開草案がより ｢有用｣
な情報提供につながるといえるのかを考察する｡ 第５節は, 結論である｡
２. IASB と FASBの共同収益認識プロジェクトの動き
考察の準備作業として,     と    による    年以降の収益認識プロジェクトの動向
を簡単に確認する３)｡ なお, 以下の記述は, 特に断りがない限り,     ,     各々の収益
認識プロジェクトに関するウェブサイト４) に依拠している｡
2.1. プロジェクトの目的と手段    年１月,     は収益認識に関するプロジェクトの目的及び範囲を議論し, 収益認識
に関するプロジェクト提案を公表した｡ 同プロジェクトの背景には, ①米国の一般に認められ








同プロジェクト以前の米国の収益認識は, ｢実現又は実現可能｣ 及び ｢稼得｣ の２つの基準
が満たされるまでは認識されない (以下, 稼得過程アプローチ) とされてきたが６), 稼得過程
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３) 同プロジェクトの過程について詳しくは辻山 (    ), 万代 (    ) 参照｡
４) 下記  参照 (    年  月  日最終閲覧)                                                                                                                                                                                                             
５)     においても収益認識に関する問題意識は既に存在したようである｡ 例えば,     年の  ＋          ′ (次より    年  月  日最終閲覧：                                              ) によれば, 収益をもたらす様々な業種に有用かつ整合的に適用されうる収益認識基準
を創設することが難しいこと, 及びすべての加盟管轄においても同様の問題に直面していることが認
識され, 継続的なコミュニケーションが望ましいと指摘されている｡
６)                             参照｡ それによれば, ｢実現又は実現可能｣ は, ｢収益および
が十分に定義されていないという問題があるとされる７)｡ また, 国際財務報告基準 (以下,     ) においても, 収益認識の一要件が ｢支配｣ ではなく ｢所有｣８) に係るリスクと経済価





利得は, 製品 (財貨もしくは用役), 商品またはその他の資産が現金または現金請求権と交換される
時点に実現され……取得もしくは所有している資産が容易に既知の現金額または現金請求権に転換さ
れる時点で実現可能となる｣ (     (    )       , 平松, 広瀬訳 (    ),      参照), ｢稼得｣
は ｢主たるもしくは中心的な営業活動を構成する財貨の引渡しもしくは生産, 用役の提供またはその
他の諸活動を伴い, 企業が収益によって表現される便益を受け取るにふさわしい義務を, 事実上, 果
たしたときに, 収益は稼得されたとみなされる｡｣ (同上, 脚注は省略) と説明される｡ その他, 例え
ば                     (     の前身, 以下,    )                によれば,
｢未実現利益は直接的にも間接的にも法人の所得金額に計上されるべきではない……売却価額の回収
が合理的に保証 (       ) されないような状況でない限り, 通常の事業の一環において売却が有効
となったときに, 利益は実現されたとみなされる｣ (下記より拙訳 (    年  月  日最終閲覧)：                                                                                                                       ) とされる｡ 他方,    の                      (以下,    ) の      では, 収益が認識されるために必要な要件として, 次のすべてが
満たされる必要があるとしている；｢アレンジメントの説得的な証拠の存在, 移転が生じている又は
役務が提供されている, 売主の売却価格が確定又は決定可能, 及び回収可能性が合理的に保証されて
いる｣ (     ‒  , 下記参照 (    年  月  日最終閲覧)：                                           )｡
７)     が公表した    年の                     ,  (邦訳 (                                                                                                                      ) もあわせて参照 (    年  月  日最終閲覧), 以下同じ)｡ おそらくこの背景の
１つには,     年代後半のドットコムバブルでの経験があるのだろう｡               (    )
は ｢収益の早期認識によって, 投資家やアナリストの見積もりを上方修正させるならば, 企業株価に
正の影響を与えうる｣ (     ) とし, より保守的な収益認識がより正確な企業業績の描写につなが
ることを示唆している｡
８) 所有に着目することの問題は, 課税の文脈でも既に    年代に指摘されている｡ 参照：                (    )｡
９)      ｢収益｣ では, ｢( ) 財の販売, ( ) 役務の提供, ( ) 利息, ロイヤリティ, 配当をもたら
す資産の第三者による利用｣ に区分し, ( ) 財の販売については, 下記の５つの全てが満たされた
ときに収益が認識されることとしている；( ) 財の所有に関する重要なリスクと経済価値を買手に
移転している, ( ) 売却した財について, 通常所有に付随する程度の継続的な管理上の関与も, 実
質的な支配もエンティティが保持していない, ( ) 収益の額を, 信頼性をもって測定しうる, ( ) 取
引に関連する経済的便益が企業に流入する可能性が高い, ( ) 取引に関連して発生した又は発生する
原価を, 信頼性をもって測定しうる｡ (    年  月５日閲覧) 参照：                                                    )     年の             ,        ～  参照｡  )     年の             ,        ,   参照｡
  (    ) によれば,     と    は当初, 顧客との契約によって発生する権利と義務を 公正価値で 測定する収益認識モデル (公正価値モデル, 測定モデル, 又は現在出口価格ア




顧客対価モデル (                        , 配分モデル, 又は当初取引価格アプロー
チ) を進めていくことで合意がなされた｡ 顧客対価モデルでは, 履行義務を公正価値によって
測定するのではなく, 顧客対価を配分するという点で, 大きく異なっている  )｡     年  月の
段階では両モデルを進めていくとされ,     年  月のカンファレンスでも両モデルが考慮され
ていたが,     年の             では, 顧客対価モデルが採用されている  )｡
なお,     年７月に欧州財務報告諮問グループ (                                         ) は, ｢欧州における事前の会計活動｣ (   ‒                                  ) の一つとして             第３号 ｢収益認識｣ を公表しており,
｢今後のプロジェクトの展開に影響を及ぼし得るものとなっている｣ (大石 (    ),     ) と
指摘される  )｡
2.2. 2008年の Discussion Paper    と    は    年  月に             ｢顧客との契約における収益認識につい
ての予備的見解｣ を公表した｡ そこで示された収益認識モデルは, 次のようなものである｡ ま
ず, 契約時点で把握される権利と義務 (以下, ｢契約資産｣ と ｢契約負債｣ とする) を識別し,
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  )   ・                (    ) によれば,     ～    年までは公正価値モデル,     年以降は
配分モデルに傾いたようである (      ‒   )｡ 両モデルの紹介,              の公表にいた
るまでの経過 (    年のカンファレンス等) については           (    )     以降, またプ





①契約開始時に収益が認識されないこと, ②測定が簡潔であること, とされている (        ‒  参
照)｡ この点, 大石 (    ) によれば, ｢プロジェクト開始当初から, 実現・稼得アプローチを放棄し,
資産負債アプローチを適用することは既定路線だったとはいえ,     からプロジェクトの途中で
顧客対価モデルがいわば 『妥協案』 として提出された背景には, 現行実務から大きくかい離する基準
を設定することへの懸念や, さらには収益の早期計上を   が問題視してきたことがあると考えら
れる｣ (     ‒  ) とされている｡  ) 詳しくは草野 (    ), 松本 (    ) 等参照｡
両者の組み合わせを正味ポジションとする｡ 契約資産の当初測定は, 約束された対価になるだ
ろうとされ, 契約負債も同じ約束された対価で測定する  )｡ 次に, 契約負債の測定額を, それ
を構成する各履行義務に, 独立した販売価格の比率に基づき配分する｡ そして, 財又はサービ




なった時に, 収益を認識すること (以下,              の邦訳  ) に倣い, 稼得過程アプ








これに対するコメントレターのサマリー (スタッフペーパー  )) によると, ｢反応のほとん
どが      と     の単一の収益認識モデルを開発するという両審議会の目的を支持し
ている｣ (     ) が, 多くがその実行可能性に疑問を持っている  ) とされた (     )｡
収益認識プロジェクトにみる  意思決定有用性 の意義    
  ) 契約負債を約束された対価ではなく, 履行義務の価値によって測定した場合, 契約資産と契約負債
の差額が, 契約時点で収益として認識される｡ 営利企業を前提とすれば, 契約資産が契約負債を上回
るという見込みのもと, 契約を締結するため, 契約時点でプラスの収益が認識される｡ これを回避す
るために, 契約負債を約束された対価で測定することが採用されたといえるだろう (前掲注  参照)｡  ) 下記参照 (    年  月  日最終閲覧)：｢第１章 資産及び負債の変動に基づく収益認識｣                                                                                                                        ) その他にも例えば, ｢……収益の定義は資産及び負債の変動に依拠している｡ したがって, 稼得過
程アプローチは特定の資産又は負債の変動に焦点を当てることによって改善することができると考え
ることもできる｡｣ (      , 訳は前掲注  の邦訳を用いた) とされる｡  ) 下記より引用した (    年  月  日最終閲覧)：                                                                                     ) 特に, 別個の履行義務の識別, 財又はサービスの移転の決定方法に対してであったとされる (    
年  月に    から公表された                               (以下, ｢結論の根拠｣,
2.3. 2010年の公開草案とその後    年６月,     と    は公開草案 ｢顧客との契約から生じる収益｣ を公表した｡ こ
こでは, 正味のポジションという言葉が姿を消し, コアとなる原則として ｢企業は, 顧客への
財又はサービスの移転を描写するように, その財又はサービスと交換に企業が受け取る (又は
受け取ると見込まれる) 対価を反映する金額により, 収益を認識しなければならない｣ (     , 邦訳  ) 参照 (以下同じ)) ことが強調された｡ 特に, 履行義務の減少 (基準では ｢充足｣ と
される) を ｢顧客に約束した財又はサービスを移転すること｣, すなわち ｢顧客が財又はサー
ビスに対する支配を獲得した時に, 顧客に移転する｣ (      ) ことが明記された｡ また, 契
約開始時に, 取引価格を各履行義務に配分する方法として, ｢個々の履行義務の基礎となる財
又はサービスの独立販売価格に比例して (すなわち, 相対的な独立販売価格に基づき)｣ (      ) 行うことが示された｡
これに対して約    通近くものコメントレターが寄せられた (    年改訂公開草案,   ５
参照)｡ そこで指摘されたのは, コア原則の運用を明確にする必要性 (特に支配の概念) 及び
履行義務の分割だったとされる  )｡
これを受け,     年  月に    と    は改訂公開草案 ｢顧客との契約から生じる収益｣
を公表した｡ 同基準の目的, 及びそのために要求される５つのステップは,     年の公開草案
とほぼ同じ  ) である｡     年に公表された公開草案からの変更点は, 結論の根拠の付録に要約




なお, その後,     年中にはファイナルが公表予定とされていた｡ しかし,     年９月の合
同ミーティングで, ３つのトピック  ) について議論しさらに分析を行うとされたため, 最終基
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下記より (    年  月  日最終閲覧)：                                                                                                 ),    参照)｡  ) 参照 (    年  月  日最終閲覧)：                                                                                                 ) 結論の根拠,     参照｡ 例えば,          (    ) は,     年６月に公表された公開草案が
曖昧である等の問題を指摘し, ２つの代替的アプローチを示した｡  ) 基準の目的の文言は同じである｡ コアとなる原則としての５つのステップ, ①顧客との契約を識別
する, ②契約における別個の履行義務を識別する, ③取引価格を算定する, ④取引価格を契約におけ
る別個の履行義務に配分する, ⑤企業が別個の履行義務の充足時に (又は充足するにつれて) 収益を
認識する, のうち, ⑤の括弧内が    年の改訂版で追加されている｡  ) ①契約を特定する際の基準として回収可能性の閾値を含む代替案, ②制約の適用にあたり確実性の
程度の特定等及び③事業体の知的財産へのアクセスを提供するライセンスと, 権利を提供するライセ
準書の公表は,     年前半になるようである  )｡
３. 改訂公開草案 (2011) と ｢結論の根拠｣




改訂公開草案での ｢別個の履行義務の識別｣ (       ‒  ) を一部要約する｡ まず, 企業は
約束した財又はサービスという義務の束を, 別個のものとして区別できるか否かを, 識別しな
ければならないとされる｡ 区別でき, 別個の履行義務として会計処理しなければならない要件
は, 次の２つのいずれかを満たす場合, とされている：( ) 別個に販売していること, ( )
その財又はサービスからの便益を, それ単独で, 又は顧客が容易に利用可能な他の資源と一緒
にして, 得ることができる場合, である｡ 逆に, 次の２つが満たされる場合は, 区別できない
ものとして単一の履行義務として会計処理しなければならない：( ) 相互関連性が高い場合,
( ) 契約の履行のために大幅に修正又はカスタマイズされる場合｡
結論の根拠によれば, ｢顧客が, その財又はサービスからの便益を, それ単独で又は顧客に
とって容易に利用可能な他の資源と一緒にして得ることができる｣ (      ( )) という要件
を満たすか, それを判定するための実務上の便宜として, いま一つの要件, ｢企業が通常, そ






ンスを区別する基準, とされる｡ 参照 (    年  月  日最終閲覧)：                                                                                                                                      ) 改訂公開草案の結論の根拠には,           ・ と              の両氏が, 改訂公開草
案の公表に反対した旨が記されている｡ その理由は, ｢開示の利用者にとっての便益が, 当該開示を
提供する為の作成者に生じるコストを正当化するかどうか疑問視している｣ こと, コア原則の例外を
設けることにより基準案の目的が果たされているかに対する疑問, 基準内部及び基準間の不整合性,
運用可能性・監査可能性への疑義等が挙げられている (   ‒  参照)｡  ) ここでは    の公表した公開草案を用いる (いくつかの点で    の公開草案とは異なってい
る)｡
いう, 以前にコメント提出者から提起された懸念によるものである｡｣ (    ) とされる｡ し
たがって, ｢別個に販売しているか否か｣ を判定する際に, 他社の状況を参照する必要はない
ため, 企業自身が, 収益認識時点を見据えて, どのような単位で販売するかを選択することに
よって, 収益認識を操作しうる｡
そもそも, ｢履行義務を分けることの目的は, 契約期間にわたって顧客に資産が移転するパ
ターンを, 企業の収益が忠実に表現することを確実にすることにある｡｣ (   ,     年の              ) であった｡ また, ｢    年公開草案と本公開草案の両方の開発の際に, 両審
議会が意図したのは, 企業が別個の履行義務の識別を, 実務的で, かつ, 財又はサービスの顧
客への移転を忠実に描写する収益認識のパターンとなる方法で行うこととなるような明確な要
求事項を作成することであった｡｣ (    , 結論の根拠) とされる｡
両審議会は, この目的を達成する為の手段として, 履行義務の分割を前提とし, その分割の
判断として上述の原則, すなわち  区別できるか否か を用いているものと考えられる｡ 区別
できるか否かの要件は, ①単独で又は他の利用可能な資源と共に, 顧客が便益を得ることがで
きるか否か  ), ②通常, 別個に販売されているか否か, であった｡ では, この区別の要件にし
たがって別個の履行義務に分割することが, ｢移転を忠実に描写する収益認識のパターンとな
る｣ のであろうか｡ この点について, 第４節２項で検討する｡
なお, 別個の履行義務が識別された後, 取引価格を配分するために ｢企業は, それぞれの別
個の履行義務の基礎となっている財又はサービスの契約開始時の独立販売価格を算定し, 取引
価格を独立販売価格の比率で配分する｡ 独立販売価格が観察可能でない場合には, 企業はそれ
を見積る｡｣ (    , 改訂公開草案) とされる｡ つまり, 純粋な義務の束をばらばらに区別し
た後, 取引価格 (純粋な義務と利益の合計) を, その純粋な義務の独立販売価格の比率に基づ
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  ) この属性の案は   サブトピック   ‒  ‒  ‒ の複数要素契約に関する要求事項 (移転された項
目が単独で顧客にとっての価値をもつこと (                                 ) が,
別の会計ユニットとみなされる１つの基準として挙げられている) と同じとされる (結論の根拠    参照)｡ ただし, 両審議会はそこで用いられている ｢単独で顧客にとっての価値がある｣ という用
語を使用しないこととした, と指摘している｡ その理由は, ｢その用語は, 企業が履行義務を, 約束
した財又はサービスについて顧客が意図した用途 (｢顧客にとっての価値｣ に影響を与える) に基づ
いて識別しなければならないことを示唆することとなるからである｡ 企業が特定の契約において顧客
の意図を知ることは, 不可能ではないにしても困難である｡｣ (    ) とされる｡ しかし, 改訂公開
草案に示された区別できる属性の第１の要件の内容は, ｢単独で顧客にとっての価値がある｣ という
用語を適用する際の困難さという点であまり変わらないようにみえる｡  )     年改定草案は次のように述べているが, 実務において, 独立販売価格が観察できない場合も多
3.2. 収益の認識時点
改訂公開草案では, 収益の認識時点として, 財又はサービスを顧客に移転した時点を採用し
ている｡ 結論の根拠によれば, 収益認識時点の案としては, ( ) 生産活動を行った時点と, ( )
財又はサービスが移転した時点, が審議されたという｡ つまり, ｢企業は, 収益を, 約束した
財又はサービスを顧客に移転した時にのみ認識すべき (すなわち, 契約に基づく収益認識の原
則) か, あるいは企業が生産活動 (これには顧客との契約が存在する場合にのみ行われる活動
も, 契約の有無にかかわらず行われる活動もあり得る) を行った時に (又は行うに従って) 認






選択肢がある｡ その中で, 改訂公開草案の提案は最も妥当なものといえるのだろうか｡ この点
については, 第４節３項で考察することとし, ここでは, 改訂公開草案の内容を確認する｡
改訂公開草案によれば, ｢企業は, 企業が約束した財又はサービス (すなわち, 資産) を顧
客に移転することにより企業が履行義務を充足した時に (又は充足するにつれて) 収益を認識
しなければならない｡ 資産は, 顧客が当該資産の支配を獲得した時に (又は獲得するにつれて)
収益認識プロジェクトにみる  意思決定有用性 の意義    
いと思われるところ, このような見積もり作業を, 履行義務単位で行うことが, 運用可能であるのか
疑問に思わざるを得ない：｢独立販売価格が直接的に観察可能ではない場合には, 企業はそれを見積
らなければならない｡ 独立販売価格を見積る際に, 企業は, 企業にとって合理的に利用可能なすべて
の情報 (市場の状況, 企業固有の要因, 及び顧客又は顧客の分類に関する情報) を考慮しなければな
らない｡ さらに, 企業は, 観察可能なインプットを最大限に用いるとともに, 同様の状況においては
見積方法を首尾一貫して適用しなければならない｡ 適切な見積り方法には, 次のようなものがあるが,
これらに限らない｡













顧客に移転される｡｣ (      ) とされる｡ なお, ここでいう履行義務の充足はステップ⑤
(脚注  参照) であるため, 既に取引価格が配分されている｡ いいかえれば, ｢履行義務｣ には
引き渡し義務等の純粋な負債と, 繰り延べられた利益の双方が含まれているといえる  )｡
つまり, 履行義務は資産を ｢顧客に移転する｣ ことによって充足し, ｢顧客に移転する｣ と
は, 顧客が資産の ｢支配｣ を獲得したか否かによって判断される｡ ここで資産の ｢支配｣ とは,
｢当該資産の使用を指図し, 当該資産からの残りの便益のほとんどすべてを獲得する能力を指｣
し, 他の企業が資産の使用を指図して資産からの便益を得ることを妨げる能力を含むとされる
(      )｡ 支配の移転が  一定の期間 にわたるもの  ) ではない場合は, 履行義務は  一時
点で 充足するとされ, その判断指標として５つ, ( ) 顧客の支払義務, ( ) 資産の法的所




るといえるのかを考察する｡ 具体的には, 有用性の意味を限定した後, 前節で示した２点, つ
まり, ①改訂公開草案が示している要件にしたがって, 別個の履行義務に分割することが,
｢移転を忠実に描写する収益認識のパターンとな｣ り, より有用な情報につながるのか, ②収
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  ) 対価を履行義務に配分しているため, ｢契約負債｣ の中には, 純粋な負債部分だけではなく, 繰延
べられる収益も含まれる｡ その理由は ｢企業は財やサービスの提供に係る予想コスト (及びこれらの
コストの時期) を回収するためだけに契約を値付けするのではなく, 財やサービスを提供することに
よるリターンを得るために値付けをしているからである｣ (    年の                    )
とされる｡ しかし, “資産, 負債の定義から収益を認識する”という原則に厳密に従えば, 負債は純
粋な義務のみを計上し, マージン部分は契約時点で収益を計上することになるはずではないか｡ つま
り, 当初謳われていた原則から理論的に導かれる帰結は, 繰延収益部分は負債ではなく, 純資産に計
上することになろう｡ 資産及び負債によって収益を認識するよりも, 財又はサービスの移転に伴い収
益を認識することを優先するならば, その本質において, 従来の収益認識と相違ないといえる｡
なお, ここでは営利企業を前提としているため, 通常, 対価の方が純粋な義務よりも大きいものと
想定している｡ そのため, ここでいう対価が配分された後の ｢履行義務の充足｣ には, 純粋な履行義
務の消滅だけではなく, 対価と義務の差額である利益の認識の双方が含まれることになる｡ 仮に, 純










何をもって投資家の ｢意思決定に有用｣ な情報とするかによって, 先の２つの問いに対する
結論は異なる｡ そのため, 考察するにあたり, 本稿での ｢有用｣ の意味を特定しておく必要が
ある｡ ここでの意思決定に有用な情報とは,  将来キャッシュフローの予測に役立つ情報 と
仮定する  )｡ ただし, このように仮定しても, ではどのような投資家を想定するのか, また,
その投資家にとって何が ｢予測に役立つ｣ のか, の想定の仕方によって結論がやはり異なるだ
ろう  )｡
その想定の仕方は, 例えば次の２つが考えられる｡ １つは, 過去のキャッシュフローの稼得
過程が将来のキャッシュフロー予測に役立つ  ) とするもの, いま１つは, 他の市場参加者の将
来予測の平均を反映した株価が, 当該企業の将来キャッシュフローの予測に役立つとするもの
である｡
後者について, １つ留意しておく必要がある｡ そもそも株価は, 一般的に, 期待将来キャッ
シュフローを割り引いて計算される｡ したがって, 将来キャッシュフローを予測するために,
株価を参照するというのは, 逆転しているようにみえる｡ しかし, 仮に, 企業の将来キャッシ
ュフローの増減に応じて, その企業の株価も増減するということが現実に観察される (市場が
効率的であると, 少なくとも, 投資家にそう認知されている) ならば, 株価の増減をみること
によって, 将来キャッシュフローの増減を予測する投資家も存在するだろう｡ この場合, 投資
収益認識プロジェクトにみる  意思決定有用性 の意義    
  ) ここでの仮定は, 日本の討議資料 ｢概念フレームワーク｣ (第２章序文) に依拠することにした｡
なお, 企業価値評価と会計情報の相関が高いことを ｢有用｣ とし, 純利益と包括利益のどちらの会計
情報が有用かに関しては,     年代後半以降, 多くの実証研究がなされている｡ 例えば   (    )
等参照｡ なお,    (    ) の        として    (    ) では, ｢ファンダメンタルのアナリ
ストの大多数は報告利益をみていない……バイサイド・セルサイドのアナリストは利益の将来予測と
評価を行う時に, 報告される利益をみていない｡｣ (     ) と (   論文も拙稿も元も子もなくなっ
てしまうような)指摘がなされ, ｢アナリストが欲しているものは, 基盤事業に関する情報 (                                 ) であり, 近年それは利益数値ではな｣ (     ) く, ｢株価は
アニュアルレポートで公表される情報よりもむしろ,                            で公表さ
れる財務情報に反応する｣ (     ) とされる (   氏は実務家のようである)｡  ) 例えば          (    ) によれば,    人の役員らに ｢外部者に対して報告される重要な上位
３つの尺度｣ を回答者に質問したところ, １番が利益 (  ％), 次が試算利益 (                )
(  ％) と収益 (  ％), 最後が営業活動からのキャッシュフロー (  ％) とフリーキャッシュフロー
(  ％) であったとされる (    (    ) 及び    以降参照)｡  ) 仮に, 過去のキャッシュフローの稼得過程をみれば, 将来のキャッシュフローの稼得過程もある程




どの考え方に基づくかによって, ｢株価に影響を与える情報｣ も異なる  )｡ 例えば, 一部の論
者によって強力に支持されている ｢時価情報｣ をその答えとした時に, 根拠となる１つの考え




以上から, 投資家にとって ｢予測に役立つ｣ 情報を, ｢キャッシュフローの稼得過程に関す
る情報｣ 又は ｢企業の保有する資産及び負債の時価情報｣ と想定し, 以下, 改訂公開草案の提
案が, 投資家の意思決定にとってより有用な情報提供につながるといえるのかの考察を行う｡
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  ) 例えば, 割引キャッシュフロー法によれば, 期待将来キャッシュフロー, 金利, 利益成長率, 要求
するリスクプレミアムが挙げられる (例えば          (    )      以降参照)｡ また                 (    ) の興味深い実証研究によると, ｢労働所得に占める消費割合 (                                       ) の変動が, 時系列, クロスセクションともに株式リター
ンの予測可能性をもつ｣ (   ) という (経済状況等の要因まで含めて考えれば, 会計情報がどの程
度株価に影響をもっているのかを, そもそも明らかにしうるのかという疑問も生じる)｡  ) 資産価格の評価理論の１つである ｢裁定アプローチ｣ (                ) とは ｢キャッシュフ




で, ほとんど無限に供給することが可能である (もちろん時間の供給量は無限ではない｡ このため,
必要な部品から自転車を ｢組み立てる｣ ための時間と知識とが無視できない場合, すなわち必要とな
る ｢エンジニア｣ の報酬が問題となる状況では, 裁定アプローチはやや不正確な近似としてのみ成立
することになる)｡ したがって, フレーム, ハンドル, 車輪, タイヤ, サドル, ブレーキおよび変速
機など必要な部品の価格がすべて分かっている場合には, 自転車の市場価値を比較的容易に決定する
ことができる｡ ……市場が完備な場合には, ｢いかなる｣ 任意のキャッシュフローについても, それ
を評価するのに必要な ｢すべての｣ 構成要素の価格を得られることが容易に示される……しかし裁定
アプローチには明らかな限界がある｡ すなわち, 均衡アプローチによることなしに部品の価格を導き
出すことは不可能なのである｡｣ (同上,     ,     )
なお完備市場の仮定とは ｢消費者が価値を見出す 種類の財すべてについて, 価格づけを行う市
場が存在する｣ (同上     ,     参照) と定義されている｡  ) 他の考え方もあるが, ここで裁定アプローチに基づく理由は, 近年, 時価評価を支持するものの一
つに,                               (   協会) があるとされ (辻山 (    ),      以
降参照, また   協会の    年のレポートについては辻山 (    ) 参照), ファイナンス理論の考
え方が, 会計に大きく影響を与えているように思われるからである｡
4.2. 別個の履行義務の識別の有用性
履行義務を分割することは, 収益の認識時期に影響を与える｡ 例えば, 複数要素からなる契
約 (対価は   とする) を, ４つの履行義務 (各  とする) に分けるか, もしくは１つの履行
義務 (   ) とするか, を考える｡ 単純に, ４つの履行義務を顧客に対して履行するタイミン
グが１会計期間ずつ, ずれているとする｡ 前者のように分割する場合, 収益が  ずつ４会計期




あったといえる｡ つまり, 履行を ｢忠実に描写する｣ 収益認識をすることによって恣意性を排
除し, キャッシュフローの獲得の根拠となった活動を行った時点がより正確に投資家に伝わる,
という意味で ｢有用｣ という解釈もできよう  )｡
そこで, 改訂公開草案の別個の履行義務の識別に関する提案が, ( ) 恣意性の排除という目
的に対する適切な手段といえるか, 及び ( ) 仮に恣意性を排除するとしても, そのことが有
用な情報につながるのか, という観点から考察する｡
( ) 恣意性排除のための適切な手段か




この点, 現行の日本基準は次のように, 収益認識単位を規定している｡ 原則として, 契約が
収益認識単位である (  項参照, 論点整理 (    ))  )｡ なお, ｢ソフトウェア取引に関する複
収益認識プロジェクトにみる  意思決定有用性 の意義    
  ) 論点整理 (    ) によれば, ｢複数要素契約において, 財又はサービスの移転を収益認識に忠実に
描写するために, 履行義務を識別することは有用であり, 我が国においても, 財又はサービスが区別
できる場合には, 識別された別個の履行義務を収益認識の単位として検討していくことが適当である
と考えられる｡ しかし, 財又はサービスが区別できる場合のガイダンスについては, 顧客への財又は
サービスの移転を忠実に描写する方法であるとともに実務上可能な方法で行われるよう, 引き続き明
確化することを検討する必要があると考えられる｡｣ (  項) とされていた｡
つまり, 先の数値例でいえば, 契約時点で資産と負債に   を計上し, 負債を  ずつ, ４期間にわ
たり, 取り崩すと同時に収益を認識する｡ この方法が, 従来の方法 (いずれか１つの会計期間に, 資
産と収益   を認識する) よりも履行を ｢忠実に描写｣ し, 有用であると指摘される｡
たしかに, ｢忠実に描写｣ する水準で分割と認識が実行できれば, より有用になるのかもしれない｡
しかし, 実務上, 目的を達成する水準で統一的に分割することは難しく, また可能であったとしても
コストがかかりすぎるように思われる｡  ) その他, 討議資料 ｢財務会計の概念フレームワーク｣ によれば, ｢第３章 ｢財務諸表の構成要素｣
合取引については, 契約上明らかにされているその内訳金額によるほか, 契約上, 金額の内訳
が明らかにされていない場合についても, 管理上の適切な区分に基づき契約上の対価を分解し
た金額も認められ｣ (  項, 論点整理 (    ), 下線は引用者による) ており, 工事契約につい
ては, ｢合意された取引の実態を忠実に反映するように, 実質的な取引の単位に基づいて行う
必要がある (工事契約会計基準第  項) とされ, そのような実質的な取引の単位が有する特徴
は, その範囲の工事義務を履行することによって, 顧客から対価に対する確定的な請求権を獲
得することとされている (工事契約会計基準第  項)｡｣ (   項, 論点整理 (    ) 下線は引用
者による)｡
確かに, 現行基準において, 企業が望む収益認識を意図して契約を結ぶことも可能であり,




販売単位を (形式的にであれ実質的にであれ) 操作することが可能である｡ つまり, 恣意的に
別個の履行義務を認識する余地も残されているように思われる｡
基準を変更することを正当化するためには, 変更による便益がそのコストを上回ることが必
要であろう｡ その点, 履行義務の識別 (, 分割及び取引価格の配分) にかかるコストとして,
企業, 監査人及び規制当局にかかる事務的コスト, 法人税法との調整等が挙げられる｡ それに
対して, 変更による便益は, 恣意性排除のための手段として, 現行よりも改訂公開草案の提案
の方が優れているとは言いきれないために, 変更による便益があるのかすら不確かである｡ 厳





( ) 恣意性の排除が ｢有用｣ につながるか
論点整理 (    )  ) は, ｢    及び    は, 企業が利益マージンを区別して管理してい
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の定義を充足した各種項目の認識は, 基礎となる契約の原則として少なくとも一方の履行が契機とな
る｡ さらに, いったん認識した資産・負債に生じた価値の変動も, 新たな構成要素を認識する契機と
なる｡｣ (第４章３項) とされている｡  )     が論点整理を公表したのは    年１月であり, 改訂公開草案は同年  月である｡ したがって,    のこの指摘は    年の最初の公開草案についてのものである｡ 当該箇所については,     年の
公開草案と改訂公開草案にはほぼ同じと考えられるため, ここで参照した｡ なお,  . ( ) でも同じ
理由で, 論点整理 (    ) を参照した｡
る場合ではなく, 利益マージンを区別できる場合とすることにより, 個々の企業のビジネスモ
デルによらず, できるだけ客観的に履行義務を識別することを意図していると考えられる｡｣
(  項) と指摘する｡ つまり, 企業による管理単位よりも, 販売可能単位の方が ｢客観的｣ で
あるという見方が示されている｡
この点, ｢客観的｣ であることが, ｢有用｣ であるということには留保が必要だと考える｡ つ
まり, 販売できる単位で収益を認識するよりも, 経営者の意図を含んだ単位で収益を認識する
ほうが, 有用になる可能性もあるだろう｡ なぜならば, 企業外部の投資家よりも, 企業内部に
精通した経営者の方が, より多くの ｢キャッシュフローの稼得過程に関する情報｣ をもってい
るからである｡ 利益操作の懸念がないという強い仮定をおけば, 経営者の意図を反映して収益
認識単位を決定したほうが, キャッシュフローの獲得に関する情報が得られるだろう｡
利益操作の可能性を考慮した場合も, ｢客観的｣ な情報が必ずしも有用とは限らない｡ 利益
操作に対して十分に有効な規制が存在すれば  ),  経営者が, 収益の測定単位をどのように捉
えているのか という情報は, 投資家に対する一つのシグナルとして, 有用である可能性もあ
る｡ 多様な事業に応じて, その経済的実態を反映するように収益を認識する, ということは,
ある側面からみれば ｢主観的｣ 又は ｢恣意的｣ というデメリットとして評価される｡ しかし別
の側面からみれば ｢経済的実質を反映している｣ というメリットとして評価できる｡
要するに, 現行の収益認識を ｢一定の幅がある｣ と問題視するのではなく, ｢経済的実質を
反映している｣ という長所として捉えることもできる｡ 長所として捉えれば, ｢客観的｣ とさ
れる販売可能単位で収益認識することが, むしろ有用ではない情報の提供とみなされる｡ 特に,
知的財産等の無形資産のウエイトが高まり, 企業独自の資産又は事業形態が発展する中で, 統
一的に ｢販売可能｣ な単位での収益認識を (もしできたとして) 適用することは, 賢い選択に
なるようには思われない｡





収益認識時点は, 顧客が財又はサービスを獲得した時点以外にも複数の候補がある｡ ( ) ま
ずその選択肢の存在を示した上で, ( ) 現行の収益認識時点を確認し, ( ) 改訂公開草案が支
持する収益認識時点がより ｢有用｣ であるか考察する｡
収益認識プロジェクトにみる  意思決定有用性 の意義    
  ) その他, ｢経営者が, 経営者が裁量によって実態を歪めた情報を提供したとしても, 市場はそれを
見破こと (ママ) が出来る｣ (上野 (    ),     ) という考えもあることが示されている｡
( ) 収益認識時点の選択肢
会計期間を度外視し, 企業の存続期間全体でみたときの, 入口と出口でのキャッシュフロー
の差額を利益とする｡ 問題は, 会計期間で区分した時に, どの会計期間にいくらを配分し表示
するか, である｡
単純に, 設立から清算まで２会計期間の会社が,   の現金出資を受け, 清算時に   の現金
が残り (配当はないものとする),   の利益があると想定する｡ 収益に関する既存のルールや
これまでの歴史を度外視すれば, ｢収益｣ をどのように測定・表示するかは多くの選択肢があ
る｡ 例えば, ①第１期間に   の収益と  の費用, 第２期間に   の収益と  の費用を計上する
ことも, ②第１期間に  の利益, 第２期間に  の利益を計上する (｢収益｣ は計上しない) こ
とも, 又は③第１期間に    の収益と   の費用を計上し, 第２期間に   の損失を計上するこ
とも, 計算上は誤りではない  )｡
では, このような複数の選択肢の中で, どのように配分することが, つまり, いくらで測定
し, いつ認識することが, 最も有用な情報提供につながるのだろうか｡
改訂公開草案では２つの時点が, 収益認識時点の指標として挙げていたが, もう少し細かく
区分すると, 次の７つに分けられる (なお,  ～ が時系列順であるとは限らない)： ) 生産時点,  ) 財又はサービスの売却可能時点,  ) 実際の契約時点,  ) 企業にとって
の財又はサービスの移転時点,  ) 顧客にとっての財又はサービスに関する支配の獲得時点,  )
対価としての現金同等物の受領時点,  ) 対価としての現金の受領時点｡ これらのうち, 現行
基準ではどのような根拠で, どの時点で収益認識することと定めているのであろうか｡
( ) 現行の日本の収益認識時点
日本の現行の収益認識の契機は, ｢収益｣ の定義をみたし, かつ ｢基礎となる契約の原則と
して少なくとも一方の履行が契機となる｣ とされる  ) (概念フレームワーク第４章３項)｡ これ
は ｢双務契約であって, 双方が未履行の段階にとどまるものは, 原則として, 財務諸表上で認
識しないことを述べている｡ 履行の見込みが不確実な契約から各種の構成要素を認識すれば,
誤解を招く情報が生み出されてしまうとみるのが通念である｡ それを避けるため, 伝統的に,
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  ) この点, “各会計期間の収益及び費用も全期間のキャッシュフローに依存しているため, 出資・清
算時点の差額のキャッシュフロー  ではなく, 企業活動のキャッシュフローに着目する”とみること
もできる｡ しかし, 既に時価評価差額の計上が認められている以上, 公正価値と帳簿価額との差額が
収益に計上されることもありえ, また企業の契約によって (例えばデリバティブ等の利用によって),
ゼロを ｢＋   と－   ｣ とみせることが可能であるため, ここでは, 収益, 費用, 利得, 損失の合計
が, 全期間のキャッシュフローに依存しているのであって, 収益それ自体ないし費用それ自体は, キ







収益は, 投資の産出要素, すなわち, 投資から得られるキャッシュフローに見合う会計上の
尺度である｡ 投入要素に投下された資金は, 将来得られるキャッシュフローが不確実である
というリスクにさらされている｡ キャッシュが獲得されることにより, 投資のリスクがなく
なったり, 得られたキャッシュの分だけ投資のリスクが減少したりする｡ 一般に, キャッシ
ュとは現金及びその同等物をいうが, 投資の成果がリスクから解放されるという判断におい
ては, 実質的にキャッシュの獲得とみなされる事態も含まれる｡ 収益は, そのように投下資







したがって, 事業に拘束されている資産について, 現行の収益認識時点は原則として, 先に
挙げた ) 企業にとっての財又はサービスの移転時点と ) 対価としての現金同等物の受領時
点, といえる  )｡
これに対し, 改訂公開草案では,  ) 顧客にとっての財又はサービスに関する支配の獲得時
収益認識プロジェクトにみる  意思決定有用性 の意義    
  ) 例外として ｢ただし, 金融商品に属する契約の一部は, 双務未履行の段階で財務諸表に計上されて
いる｡ その典型例が, 決済額と市場価格との差額である純額を市場で随時取引できる金融商品である｡
そのような金融商品への投資について, その純額の変動そのものがリスクから解放された投資の成果
とみなされる場合には, その変動額を未履行の段階で認識することもある｡｣ (５項) とされている｡
なお, 改訂公開草案の適用範囲に金融商品は含まれていない｡  ) 収益認識時点を決定する際に, 法人税法を参照する企業も存在する｡ 法人税法上は, 棚卸資産の販
売による収益は, その引渡しがあった日の属する事業年度とされており, ｢棚卸資産の引渡しの日が












て, 改訂公開草案の提案の方が ｢移転を忠実に描写｣ し, 有用につながるか否か, であろう｡
有用性を前述のように解した場合には, 顧客にとっての財又はサービスに関する支配の獲得時
点への収益認識時点の変更が, ｢キャッシュフローの稼得過程に関する情報｣ 又は ｢企業の保
有する資産及び負債の時価情報｣ を提供することになるか, と言い換えられる｡ 以下, この点
を考察する｡
まず, ｢キャッシュフローの稼得過程に関する情報｣ を提供するためには, 財又はサービス
の支配が顧客に移転した時点ではなく, キャッシュフロー (現金又は現金同等物による対価)
の獲得時点で, 収益を認識する必要があると考えられる｡ その枠内で, 適時性を情報に備える
ために, 実際のキャッシュフローの獲得を待たずに, それがある程度確実となった時点で認識
することもできよう｡ 例えば, 商品の生産時点で, その買い取りが確実なのであれば, 生産時
点での収益を認識することが挙げられる｡
この意味で, 財又はサービスの支配が顧客に移転した時点を  キャッシュフローの獲得が確
実になった時点 とみなすこともできるかもしれない｡ しかし, そうであれば, 現行の ｢投資
のリスクからの解放｣ と本質的に相違なく, 新たな基準を公表する必要はないように思われ
る  )｡
例えば, 一般的な事業会社の利益獲得のプロセスを, 次のように区分する (上述したように,
時系列順とは限らない)：投資, 生産時点, 財又はサービスの売却可能時点, 契約時点, 企業
にとっての財又はサービスの移転 (例えば出荷) 時点, 顧客にとっての財又はサービスに関す





としての, 対価獲得に関する不確実性の減少の程度が異なるだけである｡ そして, 不確実性の
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  ) ｢国際的な動向を勘案する｣ という理由のために, 基準を公表する必要はあるのかもしれない｡ 公
表された場合の, 現行実務への影響については万代 (    ),      以降参照｡







この点, そもそも, 改訂公開草案は, 当初の取引対価を履行義務に配分しているため, 履行
義務が純粋な負債の時価を表していない｡ そのため, 財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で負債を減少させ, 収益を認識しても, ｢企業の保有する資産及び負債の時価情報｣ を提
供することにはならない｡
以上から, 財又はサービスの移転がより確実になった時点に収益認識時点を変更することに
よって, より ｢キャッシュフローの稼得過程に関する情報｣ 又は ｢企業の保有する資産及び負




本稿では, 改訂公開草案を概観し, そこでの提案が, 投資家の意思決定にとってより有用な
情報提供につながるといえるのかを考察した｡ その結果, ｢有用｣ な情報を, ｢キャッシュフロ
ーの稼得過程に関する情報｣ 又は ｢企業の保有する資産及び負債の時価情報｣ と想定する限り
において, 改訂公開草案を適用することが ｢有用｣ な情報提供につながるとはいえない｡ その
ため, 日本が改訂公開草案にそった新たな収益認識に関する基準を公表することによる企業,
監査人, 規制当局等に生じるトータルコストを正当化しうるほどの便益はないように思われる｡
｢投資家にとって有用｣ の意味をつきつめると, 投資家という群衆が, 何を ｢有用｣ と考え
ているかに依存し, それは, 時とともに, また投資家の構成によって異なりうる, という無益
な指摘に留まる｡ では, 会計基準設定主体が, それをどのように想定しているのかに目を向け
てみても, そこに明確な合意はないようにみえる｡
仮に, 経営者の恣意性が少ない情報を ｢有用｣ と想定しても, ある意味で ｢恣意性が少ない｣
情報は, 別の意味での恣意性が多く含まれる  )｡ そのトレードオフの中で, どこに基準を設定
収益認識プロジェクトにみる  意思決定有用性 の意義    
  ) 上野 (    ) は次のように指摘している：｢最近の会計基準設定では, こうした会計選択 (引用者
注：｢状況に応じて代替的な会計処理を選択すること｣ (    )) は, 経営者に裁量の余地を与えると
して排除されている｡ その一方で, 将来キャッシュ・フローの見積りにおいては, 経営者が合理的な
するかを決めなければならない｡ また仮に, 株価と会計情報の相関が高いことを ｢有用｣ と想
定し, 実証研究を重ねても, それが規範的に妥当であるのかは, 別問題として慎重な検討が必
要だろう｡
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